　南寿の里　平成　　年　　月　　日


育児休業細則変更事項

	変更前

	【育児休業細則】

（育児休業の対象者）
第二条　育児のために休業することを希望する職員であって、１歳に満たない子と同居し、養育する者は、この規則に定めるところにより育児休業をすることができます。
二、一にかかわらず、次の職員は育児休業をすることができません。

（１）日雇職員及び期間契約職員
（２）法人と職員との間で締結された育児休業等に関する協定（以下「育児休業協定」という。）により育児休業の対象から除外することとされた次の職員
①入社１年未満の職員

②配偶者（育児休業に係る子の親である者に限る。）が次のいずれにも該当する職員
イ　職業に就いていない者（育児休業により就業していない者を含む。）であること。
ロ　心身の状況が申出に係る子の養育をすることができる者であること。
 ハ　６週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産予定でないか、又は産後８週間以内でない者であること。

ニ　申出に係る子と同居している者であること。
③申出の日から１年以内に雇用関係が終了することが明らかな職員
　　　　　　　④１週間の所定労働日数が２日以下の職員
（育児休業の申出の手続き等）
第三条

二、申出は、特別の事情がない限り、一子につき１回限りとし、双子以上の場合もこれを一子とみなします。
（育児休業の期間等）
第五条　
    　三、育児休業中の従業員又は配偶者が育児休業中の従業員は、次の事情がある場合に限り、子の１歳の誕生日から１歳６ヶ月に達するまでの間で必要な日数について育児休業をすることができる。なお、育児休業を開始しようとする日は、子の１歳の誕生日に限るものとする。

　　　（１）　保育所に入所を希望しているが、入所できない場合

　　　　　　（２）　従業員の配偶者であって育児休業の対象となる子の親であり、１歳以降育児に当たる予定であった者が、死亡・負傷・疾病等の事情により子を養育することが困難になった場合

　　　六、　次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、育児休業は終了するものとし、当該育児休業の終了日は当該各号に掲げる日とします。
　　　　　　（１）　子の死亡等育児休業に係る子を養育しないこととなった場合当該事由が発生した日（なお、この場合において本人が出勤する日は、事由発生の日から２週間以内であって、法人と本人が話し合いの上決定した日とします。）

　　　　　　（２）　育児休業に係る子が１歳に達した場合、子が１歳に達した日
　　　　　　（３）　申出者について、産前産後休業、介護休業又は新たな育児休業期間が始まった場合、産前産後休業、介護休業又は新たな育児休業の開始日の前日
　　　　　　（４）　配偶者が第二条（２）②に該当することとなった場合、育児休業協定に基づき、原則としてその事由が生じた日から２週間以内であって法人が指定した日

　　　七、　六（１）又は（４）の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じた日に所属長にその旨を通知しなければなりません。



	変更後


	【育児休業細則】

（育児休業の対象者）
第二条　育児のために休業することを希望する職員であって、１歳に満たない子と同居し、養育する者は、この規則に定めるところにより育児休業をすることができます。
　　　二、一にかかわらず、次の職員は育児休業をすることができません。

（１）日雇職員及び期間契約職員
（２）法人と職員との間で締結された育児休業等に関する協定（以下「育児休業協定」という。）により育児休業の対象から除外することとされた次の職員
①入社１年未満の職員

②申出の日から１年以内に雇用関係が終了することが明らかな職員
　　　　　　　③１週間の所定労働日数が２日以下の職員
　　　三、配偶者が職員と同じ日から又は職員より先に育児休業をしている場合、職員は、子が１歳２ヶ月に達するまでの間で、出生日以後の産前・産後休業期間と育児休業期間との合計が１年を限度として、育児休業をすることができます。

（育児休業の申出の手続き等）
第三条

二、申出は、特別の事情がない限り、一子につき１回限りとし、双子以上の場合もこれを一子とみなします。
　　　　　　ただし、産後休業をしていない職員が、子の出生日又は出産予定日のいずれか遅い方から８週間以内にした最初の育児休業については、１回の申出にカウントしません。
（育児休業の期間等）
第五条　
    　三、育児休業中の職員又は配偶者が育児休業中の職員は、次の事情がある場合に限り、子の１歳の誕生日から１歳６ヶ月に達するまでの間で必要な日数について育児休業をすることができる。なお、育児休業を開始しようとする日は、子の１歳の誕生日に限るものとする。

　　　（１）　保育所に入所を希望しているが、入所できない場合

　　　　　　（２）　職員の配偶者であって育児休業の対象となる子の親であり、１歳以降育児に当たる予定であった者が、死亡・負傷・疾病等の事情により子を養育することが困難になった場合

　　　六、次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、育児休業は終了するものとし、当該育児休業の終了日は当該各号に掲げる日とします。
　　　　　　（１）　子の死亡等育児休業に係る子を養育しないこととなった場合

当該事由が発生した日（なお、この場合において本人が出勤する日は、事由発生の日から２週間以内であって、法人と本人が話し合いの上決定した日とします。）

　　　　　　（２）　育児休業に係る子が１歳に達した場合

子が１歳に達した日
　　　　　　（３）　申出者について、産前産後休業、介護休業又は新たな育児休業期間が始まった場合

産前産後休業、介護休業又は新たな育児休業の開始日の前日
　　　七、六（１）の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じた日に所属長にその旨を通知しなければなりません。



育児休業細則変更事項
	変更前

	【育児休業細則】

（時間外労働の制限）

第六条

　　　二、前項にかかわらず、次の(１)から(４)のいずれかに該当する職員は育児のための時間外労働の制限を請求することができません。

（１）　日雇職員及び期間契約職員

（２）　入社１年未満の職員

（３）　配偶者（請求に係る子の親である者に限る。）が次のいずれにも該当する職員

①　職業に就いていない者（育児休業その他の休業により就業していない者を含む。）であること。

②　心身の状況が請求に係る子の養育をすることができる者であること。

③　６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出産予定でないか、又は産後８週間以内でない者であること。

④　請求に係る子と同居している者であること。

　　　　　（４）　1週間の所定労働日数が2日以下の職員

（育児短時間勤務）
第十二条　職員で３歳に満たない子と同居し、養育する者は、法人に申し出て、以下のように変更することができます。
　　　　　　短時間勤務者の始業・終業の時刻は、所属長を通じて個々に決めることとします。但し、一日の就労時間は７時間３０分（うち休憩１時間）とします。
　　　二、　一にかかわらず、次の職員は、育児短時間勤務をすることができません。
　　　　　（１）　日雇労働者
　　　　　（２）　育児休業協定により育児短時間勤務の対象から除外することとされた次の職員
　　　　　　　　　①　入社１年未満の職員
　　　　　　　　　　②　配偶者（育児短時間勤務に係る子の親である者に限る。）が次のいずれにも該当する職員
　　　　　　　　　　　イ　職業に就いていない者（育児休業その他の休業により就業していない者を含む。）であること。
　　　　　　　　　　　ロ　心身の状況が申出に係る子の養育をすることができる者であること。

　　　　　　　　　　　ハ　６週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産予定でないか、又は産後８週間以内でない者であること。
　　　　　　　　　　 ニ　申出に係る子と同居している者であること。
3 １週間の所定労働日数が２日以下の職員
　　　三、　適用のための手続きについては、第３条から第５条までの規定（第５条６（４）を除く。）を準用します。



	変更後


	【育児休業細則】

（時間外労働の制限）

第六条

　　　二、前項にかかわらず、次の(１)から(３)のいずれかに該当する職員は育児のための時間外労働の制限を請求することができません。

（１）　日雇職員及び期間契約職員

（２）　入社１年未満の職員

（３）　１週間の所定労働日数が２日以下の職員

（育児短時間勤務）
第十二条　職員で３歳に満たない子と同居し、養育する者は、法人に申し出て、以下のように変更することができます。
　　　　　　短時間勤務者の始業・終業の時刻は、所属長を通じて個々に決めることとします。但し、一日の就労時間は７時間３０分（うち休憩１時間）とします。
　　　二、　一にかかわらず、次の職員は、育児短時間勤務をすることができません。
　　　　　（１）　日雇労働者
　　　　　（２）　育児休業協定により育児短時間勤務の対象から除外することとされた次の職員
　　　　　　　　　①　入社１年未満の職員
　　　　　　　　　　②　１週間の所定労働日数が２日以下の職員
　　　三、　適用のための手続きについては、第３条から第５条までの規定を準用します。



育児休業細則変更事項
	変更前

	【育児休業細則】



	変更後


	【育児休業細則】

（子の看護休暇）

　第十四条　　小学校就学の始期に達するまでの子の養育する職員（日雇職員を除く）は、負傷し、もしくは疾病にかかった当該子の世話をするために、又は当該子に予防接種や健康診断を受けさせるために、就業規則第三十九条に規定する年次有給休暇とは別に、当該子が１人の場合は１年間につき５日、２人以上の場合は１年間につき１０日を限度として、子の看護休暇を取得することができます。この場合の１年間とは、４月１６日から翌年４月１５日までの期間とします。ただし、労使協定によって除外された次の職員からの子の看護休暇の申出を拒むことができます。
　　　　　　（１）入社６ヶ月未満の職員

　　　　　　（２）１週間の所定労働日数が２日以下の職員

　　　　二、　子の看護休暇は、１日単位で取得することができます。

　　　　三、　取得しようとする者は、原則として、事前に所属長に申し出るものとします。

　　　　四、　給与、賞与、定期昇給及び退職金の算定に当たっては、取得期間は通常の勤務をしたものとみなしません。
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